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　1990年代から始まったエネルギーシステム改革の流れが家庭用エネルギーにも及び、大き
な制度改革が動き出しています。家庭を含む小口需要家向けの電気小売事業が2016年4月
に自由化され、旧来の地域独占・規制料金制度が廃止されます。発電・卸売事業、小売事業
への新規参入が全面的に認められ、競争原理が導入されることになります。翌17年には、都
市ガス事業も同様に自由化されます。
　家庭用エネルギーは生活に不可欠であることから、自由市場を前提としつつも、エネルギー
システムのなかで消費者の利益や権利が尊重されるよう、また、地域的・経済的事情等により
利用に困難をきたす消費者を生まないよう、一定の行政関与が必要となります。新たな情勢を
踏まえ、消費者の立場から、この行政関与のあり方に関わる政策制度要求をまとめていくため
に、日本生活協同組合連合会が生協総合研究所に委託し、調査・研究を実施することにしまし
た。1  2015年5月、「家庭用エネルギーの料金制度に関わる新たな政策制度研究会」を立ち上
げ、学識委員として日本大学経済学部の竹中康治教授・上智大学法学部の古城誠特別契約
教授の両氏を迎えるとともに、生協や消費者組織に所属される８人の委員の参加を得ました。
　計６回開催した研究会では、先行するＥＵ諸国のエネルギーシステム改革の経験、電力会社・
都市ガス会社・新電力2会社の問題意識や戦略、すでに自由化されている分野であるＬＰガス業
界の問題点、さまざまな消費者意識調査の結果などについて報告を受け、検討を行いました。
　検討を通じ、以下の気づきを得ました。法令が改正されても、事業者がより良いサービスや
低価格を競うことで消費者が利益を受けられるような自由市場はすぐには成立せず、制度改
善の積み重ねを要すること。消費者利益に沿う改善を実現していくためには、消費者が参画し、
行政関与の方向性に消費者意見を反映させていく仕組みが肝要であること。
　本報告書では、行政への要求の核として、自由化後の新制度の中核を担う電力取引監視等
委員会3への消費者の参画を据えたうえで、各論的な要求事項を列挙しました。また、消費者
側の主体的関与を明確にするための補足として、第３章に生協が果たすべき役割を示しました。
消費者利益に適うエネルギーシステム構築に向けた端緒的な提言として、本報告書をお示し
いたします。

家庭用エネルギーの料金制度に関わる新たな政策制度研究会
座長　阿南		久
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1		当研究会に関連する研究会：エネルギー関連分野について、以下の委員会・研究会が先行または並行して
設けられており、それらでテーマとした事項については、当研究会の調査・研究対象から外しました。原子力
発電の捉え方など生協のエネルギー政策については、「エネルギー政策検討員会」（2011年）、生協の電気
事業参入については、「生協の電力事業研究会」（2012・13年）および「電力小売事業研究会」（2015年）。

2		新電力：特定規模電気事業者（PPS）。現在の一般電気事業者（東京電力、関西電力など）が保有する送
配電網を通じて、新規に電気の販売を行う事業者。

3		電力取引監視等委員会：電力システム改革において、電力市場の厳正な監視及び適正取引・競争ルール
策定等の建議を行う組織。

	 日本で進められているエネルギーシステム改革の概要

（１）地域独占・規制料金下の戦後体制と自由化の流れ

　主要な家庭用エネルギーである電気と都市ガス4の供給システムにおいては、戦後、それぞ
れに公共的性格を反映した事業制度が採用されてきました。電気については、電力会社10社5

体制による発電、送配電から小売までの地域独占と、総括原価方式6でのコスト回収が認めら
れてきました。都市ガスについても、供給区域での独占的な小売供給と導管整備が許可され、
総括原価方式の下、突出した事業規模を持つ大手４社7と中小ガス会社200社超の分立体制
が形成されました。
　1990年代、世界的な自由化の流れがエネルギー分野にも及ぶなか、地域独占・総括原価
方式による非効率性への批判が高まり、日本でも1995年に電気・ガスともに業法が改正され、
発電事業と大口需要家向けガス供給からそれぞれの自由化がスタートしました。電気小売事
業については、2000年に大口需要家向けの一部自由化がスタート。以降、段階的に自由化範
囲の拡大が進められました。
　しかし、たとえば電気においては自由化された大口需要家向け小売市場での新規参入者の
シェアが数％に留まるなど、活発な競争が成立しているとはいい難い状況のまま推移してきました。

（２）電気と都市ガスの小売全面自由化へ

　2011年3月に東日本大震災による原子力発電所事故が発生。東京電力管内の電気が不足
して計画停電を余儀なくされました。この事態により、従来の一元的な電力システムの脆弱性、
すなわち電気が広域的に融通できなかったこと、電源が集中していることによりリスクの分散も
できていないことが、あらためて明らかとなりました。

4		都市ガスのシェア：日本における普及率（2013年度）は、一般ガス（都市ガス）53％、LPガス（プロパン
ガス）44％。［第1回総合資源エネルギー調査会	基本政策分科会	ガスシステム改革小委員会	資料５］

5		電力会社10社：北海道電力・東北電力・東京電力・北陸電力・中部電力・関西電力・中国電力・四国電
力・九州電力・沖縄電力。

6		総括原価方式：料金の決定において、供給会社が原価に利潤を加えた金額を設定し、経済産業大臣の認
可を受ける方式。

7	ガス大手４社：東京ガス・東邦ガス・大阪ガス・西
さ い ぶ
部ガス。
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	 改革を推進する事業者として

　本研究会の検討事項ではありませんが、生協は事業者の立場からも、エネルギーシステム
改革を推進します。

（１）事業的対抗力の発揮

　エネルギー事業（電気小売、ＬＰガス、灯油小売など）に取り組み、事業的対抗力を通じて消
費者利益の実現を図ります。

（２）事業者としての率先垂範

　業界の倫理規範等を順守することはもとより、今後も消費者の立場に立った事業遂行を徹
底し、事業者としての率先垂範により業界に好影響を与えられるように努めます。
　“買物弱者”対策など社会的役割発揮についても、具体化に向けた検討を進めます。

2 　締めくくりに、家庭用エネルギーの料金制度に関わる新たな政策制度研究会の座長として、
本報告書の活用についての希望を述べたいと思います。
　本研究会の目的であった「電気・ガス小売事業全面自由化に向けての行政関与のあり方に
関わる、消費者の立場からの政策制度要求」は、第２章にまとめたとおりです。
　ただし、ここであらためて強調したいのは、政策制度要求は静態的なものではないということ
です。電気の小売事業の全面自由化は2016年、ガスは2017年に予定されており、まだ計画
段階にあります。先行する欧米の経験でも、電気・ガス事業の自由化が実効性を具備するた
めには、長年にわたるシステム改善の積み重ねを要しています。
　したがって、今後のエネルギーシステム改革は、ＰＤＣＡによる改善の積み重ねとして、生
協・消費者組織自身が参画しながら進められていくのだということを、当事者としての決意を込
めて銘記したいと思います。
　エネルギーシステム改革は、社会の広範な領域に長期的な影響を与える大きな動きです。
そのあり方を評価し、目指すべき方向性を検討するにあたっては、木を見て森を見るのを怠っ
たり、直面する事象にのみ目を奪われていてはなりません。あるべき将来像に投影しながら現
実を見る姿勢を保つために、私たちは、本報告書を「チェックリスト」として活用していただきた
いと考えています。エネルギーシステム改革の過程で現実の到達点を評価する際に、第２章で
まとめた「あるべき姿」・「要件」と照らし合わせながら、体系的に要改善点を抽出していきたい
という意味です。
　ただし、本報告書そのものにも現在の到達点を映した限界があることは否めません。ＰＤＣＡ
のプロセスでは、チェックリスト自体の見直しにも継続的に取り組んでいかなければならないと
思います。
　さて、本報告書の策定にあたり、2015年4月から12月まで計６回の研究会において、外部
識者や事業者の方々のお力添えも得、検討を重ねてまいりました。
　末筆ながら、貴重なお時間を割いて本研究会での講演や報告をお引き受けくださったみなさ
まに、委員の総意として心より感謝申しあげます。
　本報告書がささやかながら生協のエネルギー関連政策への理解を広げ、消費者の主体的
な行動、選択を支援し、ひいてはより良いエネルギーシステムの構築に資することを念願して、
私たちからの報告を締めくくることといたします。

2015年12月
家庭用エネルギーの料金制度に関わる新たな政策制度研究会

座長　阿南		久
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